新しい政治の構築

～国際化時代に生きる道～
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１．文明の衝突

　21世紀はじめの世界は、文明、人種、宗教などの衝突と共存の流れの中にあるといえる。ハーバード大学のサミュエル・ハンチントン教授は、２０世紀末の冷戦構造崩壊のあと、世界はイデオロギーの対立に代わり文明の対立が紛争の主な要因となると主張した。主要文明を西欧、イスラム、儒教、日本など８つに分類、文明圏を単位とした地域主義の対立が激化すると述べた。

　しかし、今あえて言えば、８つの文明圏ではなく、３大メジャー＋１極の共存と対立が続く時代ではないかと考える。

その意味するものは、３大メジャーは

1 キリスト教圏

2 イスラム圏

3 中国圏で、

＋１極というのは日本のことである。

日本をマイナーとは言いたくない。日本は２０世紀後半、高度成長を遂げ、米国についで世界第二の経済大国になった。しかし、２００３年の初頭では、もはやメジャーとはいえない。小泉首相は、構造改革で日本の将来は明るいというが、老化した体制、少子化の進行、改革に対する抵抗派と推進派の対立の激化などを考えると、簡単に同意できない。

9月の自民党総裁選挙や、終わったばかりの総選挙を見ても、政治のリーダーたちには、世界観、価値観という視点が欠落していた。今日の日本の深刻な課題は、政治が経済第一主義、利益・効率・機能第一主義に流れ、継承すべき民族の精神や誇り、文化的伝統を見失っていることである。政治の劇場化、いわゆるポピュリスト（大衆迎合主義的）政治を強く排除する必要がある。

日本は、今は善戦し、国際的に力を発揮しているが、油断すれば２１世紀中期にも、大きく転落する可能性がある｡最大限の努力をしないと、３大メジャーに飲み込まれる。十分な警戒と努力が必要である。

　２．イラク戦争と日本外交

　イラク戦争は大義なき戦いであった。ブッシュ大統領は、「パパ･ブッシュ」の湾岸戦争での失敗、大統領再選への不覚について復讐を狙ったものと見られている｡他国への攻撃は①自衛権の発動②国連決議の存在がなければ国際法違反だが、今回はいずれもなかった。米英軍は①核兵器の製造準備②生物化学兵器の存在という大量破壊兵器絶滅を理由にイラクに侵攻したが、いずれも発見されていない。最近のブッシュ大統領とブレア首相の支持率は大きく低下している。仏独露などの各国は米英の軍事行動に反対した。小泉首相も日米同盟の存在は尊重しないといけないだろうが、ブッシュ大統領に率直に意見を言うべきだった。

　決して右翼的立場からする批判ではない。与党の中にも、政府の態度を「忠犬ハチ公」的と見ている向きがある。「対米追随」の印象を国民に与えると心配する意見もある。

　アーミテージ米国国務副長官が日本に「ショウ・ザ・フラッグ」（旗幟を鮮明に）と述べたが、日本は同盟国ではなく、「飼い主」の表情をうかがい、相手の欲する内容を嗅ぎつけるかのような印象を与える外交はすべきでない。「同盟」と「国際協調」という２本柱で下手な国会答弁をするようなことはよした方がいい。

日本政府は今後自主的判断で、外交、安保政策を推進、展開すべきだ｡そうしないと日本民族は２１世紀を無事に生き残ることができないだろう。

　米国の新保守主義への対応も重要問題だ。ブッシュ大統領の政権のなかに、強硬派と穏健派が存在する。宮沢元首相は、１０月２３日、政界引退の記者会見で、外国への自衛隊派遣、外国での自衛隊の武力行使を慎重にすべきだと述べた。やんわりとした小泉首相批判だ。小泉首相の靖国神社参拝、安保外交政策に自民党の中にも批判の意見がある。「それ行け、どんどんは危険な道」ということである。戦争中の教訓を忘れてはアジアの隣国からも見放される心配がある。

　小泉首相の恩師福田元首相は外交の４本柱を➀日米同盟②アジア外交③国連重視、そして、④専守防衛とした。

　中曽根内閣の名官房長官として腕を振るった後藤田正晴氏が、最近、「安保・外交政策では中曽根さんと必ずしも同じ意見ではなかった。あえて言いたい。一国平和主義がなぜ悪い」と話している。また「アメリカが国連の決議なしにイラクを占領したことは、正義の戦争ではなく、侵略行為であるといわれても否定しにくい、過去の歴史を見ると、強大国になると、どの国も自国の価値観を他国に押しつけようとする道をたどるが、それはいつまでも続かない」――などといっている。

　３．復興支援とＯＤＡ

　イラク復興支援と巨額外国援助もあらためて検証の必要がある。日本政府は１０月１７日、ブッシュ大統領来日の直前、イラク復興支援事業に来年度、１５億ドル（約１６５０億円）を拠出することを決めた。突出した額だ。先進国の中で、世界最大の赤字財政国の日本はもっと自主的に外国援助を決定すべきだ。ＯＤＡ政府開発援助の再検討も必要だ。年間９３００億円のうち、これまでは中国への拠出がもっとも大きかった｡中国はもはや開発途上国とはいえない｡

４．国連への疑問

　国連中心主義への疑問もある。日独伊３国を依然として旧敵国視する国連だ。その常任理事国５カ国の国連分担金は２００３年の分担率で――

米国２２．０％

フランス６．４％

イギリス５．５％

中国１．５％

ロシア１．２％だ。

この数字に比べ、非常任理事国でもない日本は、１９．１％、ドイツ９．７％である。日本の意思をもっと国連活動に反映させるべきだ。時には拠出をストップするくらいのパフォーマンスがあってよい｡米国は時々やるのだ。国際化のなかで生きる日本の知恵を発揮すべきだ。「国連中心の世界秩序」を夢見た「集団的安全保障の理想」は虚構の面があることを認識する必要がある。

　５．世界一無防備な日本

　国際的テロのリーダーといわれるビンラーディンは、最近「日本も攻撃の対象」と言明したと報道された。彼は生きている。

以前は、中東では、日本が友好国であった。最近の国内の治安悪化、外国人犯罪の驚異的増加も合わせ、真剣な対応が必要である。

このところ外国人による犯罪が驚異的な倍率で増加している。主として不法入国、不法滞在の外国人によるものである。犯罪防止のため外国人に対しあらゆる方法で主権を行使することは当然である。人権は尊重しなければならないが、限度があることはもちろんである。いわゆるＩＴ技術の活用をもっと考えるべきだ。

　６．経済のグローバル化

　一方、経済のグローバル化への対応も重要課題だ。２０世紀末は、米国第一、日本第二の経済大国であった。これからは、世界経済を米国と中国が二分し、強烈な主導権争いをする可能性がある。最近の「元」の再評価についての米中間の熾烈な駆け引きを注目する必要がある。日本長期信用銀行が米国の投資グループ、リップルウッドに買い叩かれたようなことを繰り返してはならない。

　７．教育と少年犯罪

　日本は今の時代に適応した教育改革を実行しなければならない。教育の自主性、独立的志向の確立が求められる。戦後日本の教育を長年事実上支配した米国的考え方と日教組の影響を排除しなければならない。教師の権利と労働条件は児童、生徒が教育される権利に優先するものではない。教育基本法は一旦解体し新基本法の策定を考えるべきだ。

　ＮＨＫが毎月実施している全国世論調査では、「内閣に期待すること」として、景気対策、福祉政策、行政・経済構造改革といった項目が、いわば常連として、上位に並んでいる。しかし、雇用対策、教育改革、危機管理の確立などにも強い期待が寄せられている。

　これを分析すると、バブル崩壊後の深刻な雇用不安、あるいはリストラになっても次の仕事に就けず、大学高校を出ても就職できないといった現実に政治が真剣に対応してほしいと望んでいることがわかる。ここ一、二年の年間自殺者数3万５０００人がさらに増加する傾向にあること、多くの若者が大都市で不安定なフリーター生活を強いられていることなどもその背景にある。最近、東京・渋谷で、小学生四人がチラシ配りの男性に監禁される事件があったことなどもその一つの例だ。

　一方、急激なIT（情報通信技術）化に伴う犯罪の増加に政治と行政が対応できなかった問題がある。この４、５年、政府は公共事業の一環としてITのハード面の充実に力を入れたが、ソフト使用についての社会的責任と教育をなおざりにした。

　今年夏の東京・渋谷の小学生四人の不法監禁事件では、女子高校生が勧誘に関係していたようだ。四人は被害者であり、一方でそのうち一人は、本人の自覚なしに加害者となる状況であったようだ。

　出会い系サイトなどIT利用の犯罪は日常茶飯事、不法滞在の外国人の犯罪増加と並んで、被害額数千万円、殺人事件が多発して、新聞、TV報道でも雑報扱いだ。その上、凶悪犯罪も、国松元警察庁長官が狙撃され重傷を負った事件が未解決のままであるように、検挙率はかつての８０％以上が、いまや20％程度に落ちている。

　インターネットのホームページに、売買春関連の記事だけでなく、ピストル、麻薬、爆弾製造の材料販売まで掲示されている。この極端に悪化した治安状況を改善し、人のいのちの尊厳を守る社会を回復することが、21世紀を生きるわれわれ大人の一人ひとりの義務であるし、政治の果たすべき責任ではないだろうか。政治の責任とはそういうことを言うのである。

　長崎の中学1年生による四歳の幼児誘拐・殺人事件のあと、小泉首相は閣僚懇談会で、総合的な観点から凶悪少年犯罪の対策を考えてほしいと指示した。しかし、率直に言って、日本社会の崩壊が絶望的な方向に進行しているかもしれない時点で、「重要政治課題のマル投げ」の印象を感じた人が多かったのではなかろうか。

　政府の青少年育成推進本部の副本部長を務める防災担当相は「きびしい罰則をつくるべきだ。少年の親は市中引き回しのうえ打ち首にすればいい」と語った。保護者である親の責任、担任教員などがもっと前面に出て、謝罪し、社会にお詫びすべきであるという発言であった。しかし、「遠山の金さん」の時代ではあるまいし、打ち首・獄門は現代国家の対応としては不適切だろう。

　森前首相はこのほど、少年事件の多発の背景には、「日教組の教育がある」と述べた。「この世代の子供たちの父親、母親、学校の教師は、日本の教育の中でもっとも組合運動が盛んだった時期に教育を受けた。いわゆる左翼偏向思想、わかりやすくいえば日教組によって作られてきた人格だ」との認識を示し、教育基本法の改正を強調した。

これは国家や地域社会に対し責任をもつことを教えない教育を批判する最近の風潮を示す代表的な意見である。指摘に理解できる点もあるが、同時に、すべてを日教組の教育のせいにしていることは、やや短絡的主張であるとも言える。

愛媛県立水産高校の練習船がハワイ沖で沈没させられたとき、ゴルフのプレイを早く切り上げて、危機管理体制に復帰していたら、森氏の発言ももっと説得力のあるものになっていたかもしれない。

８．大人の責任

それでは、この政治、経済、社会、あるいは教育の問題にまで及んだ大きな課題をどう解決するのか。

一夜漬けの名答案はない。特効薬もない。

しかし、政治家はこれらの点に限って、政党間のいがみ合いをやめて、法律の制定、行政指導、警察の人員配置の適切な変更、その他の対策を考えるべきだ。

全国の盛り場では、一歩足を踏み入れたら「薄汚い人間」が満ちあふれている。

われわれ大人は政治に真剣な対応を要求すると同時に、自分も何ができるかを考えたい。傍観者であってはならない。

たとえば私などは非力ではあるが、大学の授業中、あるいは課外に若者に熱情を持って働きかけるようしている。うるさい老教師かもしれない。

私のおせっかいの記録は、昭和35年7月14日の午後、首相官邸の安保騒動直後のレセプション会場で、暴漢に刺された現職の岸首相を助けたことだ。若い首相官邸詰め記者のときだ。二、三の新聞に首相を助けた記者として記事になった。それ以来、おせっかいが病みつきになったのかもしれない。義を見てせざるは勇なきなりといったような気持ちはまったくない。

もう一つ付け加えたい。今四国のふるさとの大学で、コミュニケーション論と政治学を教えている。日本マス・コミュニケーション学会の会員でもある。渋谷区代々木の人生第一の職場の放送センターには「裏切り」になるかもしれないが、報道評論表現の自由とか権利だけを声高に主張する考えはない。今のマスコミと称するもののなかにはかなりの部分、過度の商業主義と、薄汚い、志のないものに汚染されていて、単純に表現の自由を主張することは恥ずかしく思えるのだ。

９．憲法

基本的には改めるべきである。自主防衛、独立指向型精神の確立なくしては他国から軽蔑される。しかし、保守政治家後藤田氏の言うように、一国平和主義でなぜ悪いということも忘れるべきでない。制定後長期間が経過し、環境や人権などの問題も出てきた。総合的に改革を考えることは必要だ。ただ、防衛だけを重視し、徴兵制まで考えることは賛成できない。自ら守る気概は必要だが、「それ行けどんどん」は国家の未来を誤る。

［注］　この小文は２００３年１１月８日まとめたもの。総選挙結果関連は当日述べます。
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